
土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

水硬性粒度調整鉄鋼スラグを用いた路盤の設計施工マニュアル 

１．総  則 

(１) 総則 

ａ．本マニュアルは、水硬性粒度調整鉄鋼スラグ（HMS-25）を用

いて道路の上層路盤の設計・施工を行う場合に適用する。 

ｂ．材料の品質、舗装の設計及び施工に関しては、本マニュアルに

よるものの他は「舗装施工便覧（H18.2）」に示される鉄鋼スラグ

及び上層路盤の項目に基づくものとする。 

【解説】 

ａ．本マニュアルで取り扱うHMS-25は、 

①「高炉徐冷スラグ」単体 

②「高炉徐冷スラグ＋高炉水砕スラグ＋転炉スラグ」の複合材

料 

③「高炉徐冷スラグ＋高炉水砕スラグ＋転炉スラグ＋石炭灰」

の複合材料 

④「①～③のいずれかの材料＋アッシュストーン」の複合材料 

の４種類をいう。 

（２） 用語の定義 

ａ．鉄鋼スラグ 

 鉄鋼の製造過程で生産される副産物で、銑鉄の鉄鋼製造過程で

高炉から生成する高炉スラグと、鋼の製造過程で生成する製鋼ス

ラグに大別される。 

ｂ．高炉スラグ 

 鉄鉱石及び石灰石、コークスなどを原料とし、銑鉄を精錬する

際に、高炉（溶鉱炉）から生成する副産物で、高炉スラグは、製

造方法により高炉徐冷スラグと高炉水砕スラグに分類される。 

水硬性粒度調整鉄鋼スラグを用いた路盤の設計施工マニュアル 

１．総  則 

(１) 総則 

ａ．本マニュアルは、水硬性粒度調整鉄鋼スラグ（HMS-25）を用

いて道路の上層路盤の設計・施工を行う場合に適用する。 

ｂ．材料の品質、舗装の設計及び施工に関しては、本マニュアルに

よるものの他は「舗装施工便覧（H18.2）」に示される鉄鋼スラグ

及び上層路盤の項目に基づくものとする。 

【解説】 

ａ．本マニュアルで取り扱う HMS-25は、 

①「高炉徐冷スラグ」単体 

②「高炉徐冷スラグ＋高炉水砕スラグ＋転炉スラグ」の複合材

料 

③「高炉徐冷スラグ＋高炉水砕スラグ＋転炉スラグ＋石炭灰」

の複合材料 

④「①～③のいずれかの材料＋アッシュストーン」の複合材料 

の４種類をいう。 

（２） 用語の定義 

ａ．鉄鋼スラグ 

 鉄鋼の製造過程で生産される副産物で、銑鉄の鉄鋼製造過程で

高炉から生成する高炉スラグと、鋼の製造過程で生成する製鋼ス

ラグに大別される。 

ｂ．高炉スラグ 

 鉄鉱石及び石灰石、コークスなどを原料とし、銑鉄を精錬する

際に、高炉（溶鉱炉）から生成する副産物で、高炉スラグは、製

造方法により高炉徐冷スラグと高炉水砕スラグに分類される。 
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ｃ．高炉徐冷スラグ 

 高炉から約 1500℃の溶融状態で取り出されたスラグを、徐冷ヤ

ードあるいはドライピットにおいて空冷と適度の散水処理によっ

て冷却したものであり、主として結晶質の塊状のものをいう。道

路用鉄鋼スラグに用いる高炉徐冷スラグは、必要に応じてエージ

ングを実施し、呈色判定に合格したものとする。 

ｄ．高炉水砕スラグ 

 高炉から溶融状態で取り出されたスラグを大量の水などで急冷

したもので、主としてガラス質の砂状のものをいう。 

ｅ．製鋼スラグ 

 銑鉄から鋼を製造するときに生成する副産物で、鋼の製造方法

により転炉スラグと電気炉スラグに分類される。道路用鉄鋼スラ

グに用いる製鋼スラグは、エージング処理を実施し、膨張が安定

した製鋼スラグを使用する。また、本マニュアルでは、HMS-25

に用いる製鋼スラグは、転炉スラグに限定する。 

ｆ．転炉スラグ 

 転炉工程で鋼を製造する際に生成するスラグをいう。 

ｇ．エージング 

ア．高炉徐冷スラグの場合 

 冷却固化した高炉徐冷スラグを、破砕、ふるい分けして後、

屋外で山積みし、スラグ中に含有する硫黄（Ｓ）分を水や空気

と反応させ、安定化する処理をいう。 

イ．製鋼スラグの場合 

 冷却固化した製鋼スラグを、破砕、ふるい分けした後、屋外

で山積み、または、蒸気などによって、スラグ中に含有する遊

離石灰（f-CaO）分を水や空気と反応させ、膨張を安定化する処

ｃ．高炉徐冷スラグ 

 高炉から約 1500℃の溶融状態で取り出されたスラグを、徐冷ヤ

ードあるいはドライピットにおいて空冷と適度の散水処理によっ

て冷却したものであり、主として結晶質の塊状のものをいう。道

路用鉄鋼スラグに用いる高炉徐冷スラグは、必要に応じてエージ

ングを実施し、呈色判定に合格したものとする。 

ｄ．高炉水砕スラグ 

 高炉から溶融状態で取り出されたスラグを大量の水などで急冷

したもので、主としてガラス質の砂状のものをいう。 

ｅ．製鋼スラグ 

 銑鉄から鋼を製造するときに生成する副産物で、鋼の製造方法

により転炉スラグと電気炉スラグに分類される。道路用鉄鋼スラ

グに用いる製鋼スラグは、エージング処理を実施し、膨張が安定

した製鋼スラグを使用する。また、本マニュアルでは、HMS-25

に用いる製鋼スラグは、転炉スラグに限定する。 

ｆ．転炉スラグ 

 転炉工程で鋼を製造する際に生成するスラグをいう。 

ｇ．エージング 

ア．高炉徐冷スラグの場合 

 冷却固化した高炉徐冷スラグを、破砕、ふるい分けして後、

屋外で山積みし、スラグ中に含有する硫黄（Ｓ）分を水や空気

と反応させ、安定化する処理をいう。 

イ．製鋼スラグの場合 

 冷却固化した製鋼スラグを、破砕、ふるい分けした後、屋外

で山積み、または、蒸気などによって、スラグ中に含有する遊

離石灰（f-CaO）分を水や空気と反応させ、膨張を安定化する処
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理をいう。 

ｈ．呈色判定 

 高炉徐冷スラグを用いた路盤材料を対象として、黄色水及び

硫化水素臭の発生を調べ、路盤材料に適合するか否かを判定す

ることをいう。 

ｉ．膨張安定性 

 製鋼スラグを用いた路盤材料を対象として行う、80℃水浸膨

張試験によって得られる膨張性を表示する指標をいう。 

ｊ．石炭灰 

流動床ボイラー灰と微粉炭燃焼ボイラー灰があり、本マニ

ュアルにおける石炭灰は流動床ボイラー灰を指す。 

①流動床ボイラー灰 

NOxの発生を抑制するため、低温燃焼（約 800度）下で生

成する灰。形状が角張っているため、骨材の噛み合わせに優

れている。 

②微粉炭燃焼ボイラー灰 

 高温燃焼（約 1200度）下で発生する灰。形状は球状をしてい

るため、流動化材として適している。流動床灰ボイラーとは異

なるものであり、現在のところ品質が確認されていないため、

HMS-25にこれを添加してはならない。 

ｋ．アッシュストーン 

発電所から発生する「ｊ．①流動床ボイラー灰」および「ｊ．

②微粒炭燃焼ボイラー灰」を原料とし、固化材等を混合してな

る造粒体またはこれを粉砕したもので、耐久性品質を確認され

たもの。 

 なお、耐久性品質は、「浸水崩壊試験（簡易スレーキング試

理をいう。 

ｈ．呈色判定 

 高炉徐冷スラグを用いた路盤材料を対象として、黄色水及び

硫化水素臭の発生を調べ、路盤材料に適合するか否かを判定す

ることをいう。 

ｉ．膨張安定性 

 製鋼スラグを用いた路盤材料を対象として行う、80℃水浸膨

張試験によって得られる膨張性を表示する指標をいう。 

ｊ．石炭灰 

流動床ボイラー灰と微粉炭燃焼ボイラー灰があり、本マニ

ュアルにおける石炭灰は流動床ボイラー灰を指す。 

①流動床ボイラー灰 

NOxの発生を抑制するため、低温燃焼（約 800度）下で生

成する灰。形状が角張っているため、骨材の噛み合わせに優

れている。 

②微粉炭燃焼ボイラー灰 

 高温燃焼（約 1200度）下で発生する灰。形状は球状をしてい

るため、流動化材として適している。流動床灰ボイラーとは異

なるものであり、現在のところ品質が確認されていないため、

HMS-25にこれを添加してはならない。 

ｋ．アッシュストーン 

発電所から発生する「ｊ．①流動床ボイラー灰」および「ｊ．

②微粒炭燃焼ボイラー灰」を原料とし、固化材等を混合してな

る造粒体またはこれを粉砕したもので、耐久性品質を確認され

たもの。 

 なお、耐久性品質は、「浸水崩壊試験（簡易スレーキング試
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験）：土木学会規準」及び「岩のスレーキング試験方法：日本道

路公団規格」に準じて行う試験によって確認することとする。 

 

２．設  計 

(１) 設計にあたっての注意事項（アルカリ性透過水について） 

 HMS-25を用いる路盤は、雨水や地下水等が透過すると、透過水

がアルカリ性を示すことがあるので、以下の場合には使用してはな

らない。 

・道路に隣接して飲料用井戸及び養魚池等がある場合。 

・水田で田面と HMS-25 路盤底面の差が 30 ㎝以下の場合。（但し

30㎝以下であっても側溝、擁壁等が完備されている場合は可。） 

【解説】 

HMS-25を用いる路盤は、雨水や地下水等が透過すると、透過水が

アルカリ性を示すことがある。アルカリ性を有した透過水は道路周

辺の地下水、河川及び農地等の水質や土壌に影響をあたえることが

懸念されるので、地形条件等に留意が必要である。我が国のほとん

どの土壌は酸性土壌であり、これらアルカリ成分を吸着、中和する

能力を有しているので、通常の場合は、問題視されることはない。

ただし、特に水質が重視される施設等があり、これらに透過水が流

入する恐れがある場合は、対策を講じるか、それが不可の場合は上

記により、使用してはならない。 

 

 

 

 

 

験）：土木学会規準」及び「岩のスレーキング試験方法：日本道

路公団規格」に準じて行う試験によって確認することとする。 

 

２．設  計 

(１) 設計にあたっての注意事項（アルカリ性透過水について） 

 HMS-25を用いる路盤は、雨水や地下水等が透過すると、透過水

がアルカリ性を示すことがあるので、以下の場合には使用してはな

らない。 

・道路に隣接して飲料用井戸及び養魚池等がある場合。 

・水田で田面と HMS-25 路盤底面の差が 30 ㎝以下の場合。（但し

30㎝以下であっても側溝、擁壁等が完備されている場合は可。） 

【解説】 

HMS-25を用いる路盤は、雨水や地下水等が透過すると、透過水が

アルカリ性を示すことがある。アルカリ性を有した透過水は道路周

辺の地下水、河川及び農地等の水質や土壌に影響をあたえることが

懸念されるので、地形条件等に留意が必要である。我が国のほとん

どの土壌は酸性土壌であり、これらアルカリ成分を吸着、中和する

能力を有しているので、通常の場合は、問題視されることはない。

ただし、特に水質が重視される施設等があり、これらに透過水が流

入する恐れがある場合は、対策を講じるか、それが不可の場合は上

記により、使用してはならない。 
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３．材  料 

(１) 粒  度 

 粒度は次表に示す範囲を標準とする。 

粒  度 

 粒度範

囲(㎜) 

ふるいを通るものの質量百分率(％) 

 30㎜ 25㎜ 13㎜ 5㎜ 2.5㎜ 0.4㎜ 0.074㎜ 

HMS-

25 
０～25 100 

95～

100 

60～

80 

35～

60 

25～

45 

10～

25 

３～

10 

         
【解説】 

 「JIS Ａ 5015」による。 

（２） 品質規格 

      土木工事共通仕様書 第３編土木工事共通編３－２－６－３ 

表３－２－２１の規格に適合するものとする。 

（３） 石炭灰について 

 水硬性粒度調整鉄鋼スラグに添加する石炭灰は「流動床ボイラー

灰」のみとする。 

 

４．施  工 

(１) 締固め 

 HMS-25は、適正な含水量で、所定の締固め度が得られるように

充分に締固めなければならない。 

【解説】 

 水硬性粒度調整鉄鋼スラグ（HMS-25）は通常の粒度調整砕石と比べ

最適含水比が高いので、運搬中に運搬車の荷台から水がしたたり落ちた

りしないようにするための配慮から、工場出荷時の含水量を最適含水比

３．材  料 

(１) 粒  度 

 粒度は次表に示す範囲を標準とする。 

粒  度 

 粒度範

囲(㎜) 

ふるいを通るものの質量百分率(％) 

 31.5㎜ 26.5㎜ 13.2㎜ 4.75㎜ 2.36㎜ 0.425㎜ 0.075㎜ 

HMS-

25 
０～25 100 

95～

100 

60～

80 

35～

60 

25～

45 

10～

25 

３～

10 

         
【解説】 

 「JIS Ａ 5015」による。 

（２） 品質規格 

      土木工事共通仕様書 第３編土木工事共通編３－２－６－３ 

表３－２－２１の規格に適合するものとする。 

（３） 石炭灰について 

 水硬性粒度調整鉄鋼スラグに添加する石炭灰は「流動床ボイラー

灰」のみとする。 

 

４．施  工 

(１) 締固め 

 HMS-25は、適正な含水量で、所定の締固め度が得られるように

充分に締固めなければならない。 

【解説】 

 水硬性粒度調整鉄鋼スラグ（HMS-25）は通常の粒度調整砕石と比べ

最適含水比が高いので、運搬中に運搬車の荷台から水がしたたり落ちた

りしないようにするための配慮から、工場出荷時の含水量を最適含水比
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よりも平均２～３％程度低くしている場合が多い。したがって、締固め

中の含水量が、所定の締固度を得るのに不足するおそれがある場合は、

適正な含水量となるよう適度に散水しなければならない。 

 また、水硬性粒度調整鉄鋼スラグ（HMS-25）の水硬性を有効に発揮

させるためには、均一に、しかも十分な締固めを行うとともに、締固め

中の含水量が保たれるように散水締固を行うことが望ましい。 

 水硬性粒度調整鉄鋼スラグ（HMS-25）は、非膨性であり高含水域で

も締固め性は含水比の影響を受け難いので、締固め時の散水量は、最適

含水比よりも少々多めにしてもよい。 

５．参  考 

 上層路盤に用いる水硬性粒度調整鉄鋼スラグについて、本マニュアル

によるものの外に適用すべき材料の品質及び設計基準の一覧を参考とし

て以下に挙げる。 

(１) HMS-25の品質    ：「舗装施工便覧（平成 18年 2月）」P.54 

(２) 上層路盤に用いる材料としてのHMS-25の品質 

：「舗装施工便覧（平成 18年 2月）」P.84 

(３) HMS-25の等値換算係数：「舗装設計便覧（平成 18年 2月）」P.79 

 

 

 

 

 

 

よりも平均２～３％程度低くしている場合が多い。したがって、締固め

中の含水量が、所定の締固度を得るのに不足するおそれがある場合は、

適正な含水量となるよう適度に散水しなければならない。 

 また、水硬性粒度調整鉄鋼スラグ（HMS-25）の水硬性を有効に発揮

させるためには、均一に、しかも十分な締固めを行うとともに、締固め

中の含水量が保たれるように散水締固を行うことが望ましい。 

 水硬性粒度調整鉄鋼スラグ（HMS-25）は、非膨性であり高含水域で

も締固め性は含水比の影響を受け難いので、締固め時の散水量は、最適

含水比よりも少々多めにしてもよい。 

５．参  考 

 上層路盤に用いる水硬性粒度調整鉄鋼スラグについて、本マニュアル

によるものの外に適用すべき材料の品質及び設計基準の一覧を参考とし

て以下に挙げる。 

(１) HMS-25の品質    ：「舗装施工便覧（平成 18年 2月）」P.54 

(２) 上層路盤に用いる材料としてのHMS-25の品質 

：「舗装施工便覧（平成 18年 2月）」P.84 

(３) HMS-25の等値換算係数：「舗装設計便覧（平成 18年 2月）」P.79 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

クラッシャラン鉄鋼スラグを用いた路盤の設計施工マニュアル 

１．総  則 

(１) 本マニュアルは、クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）を用いて道路の下層路盤

の設計・施工を行う場合に適用する。 

(２) 材料の品質、舗装の設計及び施工に関しては、本マニュアルによるものの他は「舗

装施工便覧（H18.2）」に示される鉄鋼スラグ及び下層路盤の項目に基づくものとす

る。 

【解説】 

ａ．本マニュアルで取り扱うクラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）

は 

① 「転炉スラグ」単体 

② 「転炉スラグ＋石炭灰」の複合材料 

③ 「電気炉スラグ」単体 

の３種類をいう。また標準配合を表－１に示す。 

表－１ 標準配合 

 転炉スラグ 石炭灰 
電気炉スラ

グ 

① 100％ ―― ―― 

② 93～97％ ３～７％ ―― 

③ ―― ―― 100％ 

２．設  計 

(１) 設計にあたっての注意事項（アルカリ性透過水について） 

 クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）を用いる路盤は、雨水や地

下水等が透過すると、透過水がアルカリ性を示すことがあるので、

以下の場合には使用してはならない。 

・道路に隣接して飲料用井戸及び養魚池等がある場合。 

クラッシャラン鉄鋼スラグを用いた路盤の設計施工マニュアル 

１．総  則 

(１) 本マニュアルは、クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）を用いて道路の下層路盤

の設計・施工を行う場合に適用する。 

(２) 材料の品質、舗装の設計及び施工に関しては、本マニュアルによるものの他は「舗

装施工便覧（H18.2）」に示される鉄鋼スラグ及び下層路盤の項目に基づくものとす

る。 

【解説】 

ａ．本マニュアルで取り扱うクラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）

は 

① 「転炉スラグ」単体 

② 「転炉スラグ＋石炭灰」の複合材料 

③ 「電気炉スラグ」単体 

の３種類をいう。また標準配合を表－１に示す。 

表－１ 標準配合 

 転炉スラグ 石炭灰 
電気炉スラ

グ 

① 100％ ―― ―― 

② 93～97％ ３～７％ ―― 

③ ―― ―― 100％ 

２．設  計 

(１) 設計にあたっての注意事項（アルカリ性透過水について） 

 クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）を用いる路盤は、雨水や地

下水等が透過すると、透過水がアルカリ性を示すことがあるので、

以下の場合には使用してはならない。 

・道路に隣接して飲料用井戸及び養魚池等がある場合。 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

・水田で田面と CS-30 路盤底面の差が 30 ㎝以下の場合。（但し 30

㎝以下であっても側溝、擁壁等が完備されている場合は可。） 

【解説】 

 クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）を用いる路盤は、雨水や地下

水等が透過すると、透過水がアルカリ性を示すことがある。アルカリ

性を有した透過水は道路周辺の地下水、河川及び農地等の水質や土壌

に影響をあたえることが懸念されるので、地形条件等に留意が必要で

ある。我が国のほとんどの土壌は酸性土壌であり、これらアルカリ成

分を吸着、中和する能力を有しているので、通常の場合は問題視され

ることはない。ただし、特に水質が重視される施設等があり、これら

に透過水が流入する恐れがある場合は、対策を講じるか、それが不可

の場合は上記により使用してはならない。 
 

３．材  料 

(１) 粒度 

 粒度は表－２に示す範囲を標準とする。 

表－２ 粒度範囲 

 ふるいを通るものの質量百分率(％) 

 40 ㎜ 30 ㎜ 25 ㎜ 20 ㎜ 13 ㎜ 5 ㎜ 2.5 ㎜ 0.4 ㎜ 

CS-30 
(０～30) 

100 
95～ 

100 
 

55～ 
85 

 
15～ 
45 

5～
30 

30 

        
【解説】 

「JIS Ａ 5015」に適合するものとする。 

(２) 石炭灰について 

 クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）に添加する石炭灰は「流動

床ボイラー灰」のみとする。 

・水田で田面と CS-30 路盤底面の差が 30 ㎝以下の場合。（但し 30

㎝以下であっても側溝、擁壁等が完備されている場合は可。） 

【解説】 

 クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）を用いる路盤は、雨水や地下

水等が透過すると、透過水がアルカリ性を示すことがある。アルカリ

性を有した透過水は道路周辺の地下水、河川及び農地等の水質や土壌

に影響をあたえることが懸念されるので、地形条件等に留意が必要で

ある。我が国のほとんどの土壌は酸性土壌であり、これらアルカリ成

分を吸着、中和する能力を有しているので、通常の場合は問題視され

ることはない。ただし、特に水質が重視される施設等があり、これら

に透過水が流入する恐れがある場合は、対策を講じるか、それが不可

の場合は上記により使用してはならない。 
 

３．材  料 

(１) 粒度 

 粒度は表－２に示す範囲を標準とする。 

表－２ 粒度範囲 

 ふるいを通るものの質量百分率(％) 

 37.5 ㎜ 31.5 ㎜ 26.5 ㎜ 19 ㎜ 13.2 ㎜ 4.75 ㎜ 2.36 ㎜ 

CS-30 
(０～30) 

100 
95～ 

100 
 

55～ 
85 

 
15～ 
 45 

5～ 
30 

        
【解説】 

「JIS Ａ 5015」に適合するものとする。 

(２) 石炭灰について 

 クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）に添加する石炭灰は「流動

床ボイラー灰」のみとする。 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

４．施  工 

(１) 締固め 

 クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）は、適正な含水量で、所定

の締固め度が得られるように十分に締固めなければならない。 

【解説】 

 クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）は通常の粒度調整枠石及び切

込砕石と比べ最適含水比が高いので、運搬中に運搬車の荷台から水が

したたり落ちたりしないようにするための配慮から、工場出荷時の含

水量を最適含水比よりも平均２～３％程度低くしている場合が多い。 

 したがって、締固め中の含水量が、所定の締固め度を得るのに不足

する恐れがある場合は、適正な含水量となるように適度に散水しなけ

ればならない。 

５．参  考 

 下層路盤に用いるクラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）について、本マ

ニュアルによるものの他に適用すべき材料の品質及び設計基準の一覧を

参考として以下に挙げる。 

(１) クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）の「品質規格：  

「JIS A 5015：道路用鉄鋼スラグ（1992 年度版）」 

「舗装施工便覧」（平成 18 年 2 月）P.30～32 

(２) クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）の等値換算係数： 

「舗装設計便覧」（平成 18 年 2 月）P.79 

(３) クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）の基準試験： 

「舗装施工便覧」（平成 18 年 2 月）P.253 

 

４．施  工 

(１) 締固め 

 クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）は、適正な含水量で、所定

の締固め度が得られるように十分に締固めなければならない。 

【解説】 

 クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）は通常の粒度調整枠石及び切

込砕石と比べ最適含水比が高いので、運搬中に運搬車の荷台から水が

したたり落ちたりしないようにするための配慮から、工場出荷時の含

水量を最適含水比よりも平均２～３％程度低くしている場合が多い。 

 したがって、締固め中の含水量が、所定の締固め度を得るのに不足

する恐れがある場合は、適正な含水量となるように適度に散水しなけ

ればならない。 

５．参  考 

 下層路盤に用いるクラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）について、本マ

ニュアルによるものの他に適用すべき材料の品質及び設計基準の一覧を

参考として以下に挙げる。 

(１) クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）の「品質規格：  

「JIS A 5015：道路用鉄鋼スラグ（2013 年度版）」 

「舗装施工便覧」（平成 18 年 2 月）P.30～32 

(２) クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）の等値換算係数： 

「舗装設計便覧」（平成 18 年 2 月）P.79 

(４) クラッシャラン鉄鋼スラグ（CS-30）の基準試験： 

「舗装施工便覧」（平成 18 年 2 月）P.253 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

１．本ガイドライン策定の背景と目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事を円滑に進めるため、「設計図書」「工程管理」「設

計変更」に関し、発注者と受注者の認識の一致を図る。 

背 景 

《課題》 

a.発注者と受注者の協議の遅れによる工程の遅延 

b.工程の遅れによる突貫工事の実施に伴う品質の低下お

よび工事 

コストの増大 

c.「県民の安全・安心の早期確保」「地元経済の活性化」

等の公共 

事業としての効果が不十分 

 
対応策①円滑な建設工事請負(変更)契約の締結に向け

た設計図書 

や設計変更等の正しい理解 

対応策②多種多様な自然条件・環境条件の下で一品生

産される土木工事に対して、発注者・受注者

の協働による「工期短縮」への更なる取組 

ガイドライン策定の目

的 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 

２．設計図書に対する正しい理解に向けて 

 （１）設計図書に対する正しい理解の必要性 

 

 

 

 

（２）設計図書の基本事項 

①設計図書と見積参考図書の構成 

図２．１ 設計図書と見積参考図書の構成 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請負工事の施工は設計図書に基づき実施されるため、受注者

は、工事目的物及び契約条件を示す設計図書を正しく理解する

ことが必要である。 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

②「指定」と「任意」の考え方 

 

 

 

 

 

表２．１ 「指定」「任意」の取扱の違い 

 指 定 任 意 

設計図書での記載 

施工方法等について具

体的に示す 

⇒契約条件となる 

施工方法等について、具体的に

は示さない 

⇒契約条件とはならない 

※参考に標準工法を示す場合

がある 

 

 指 定 任 意 

設

計

変

更

時 

仮設、施工方法を

変更する場合の

手順 

発注者の指示または承

諾が必要 

受注者の任意により変更可能 

ただし、変更施工計画書等の提

出が必要 

仮設、施工方法の

変更による設計

変更の対応 

設計変更の対象となる 設計変更の対象とならない 

施工条件の変更

による設計変更

の対応 

設計変更の対象となる 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計図書のとおり、施工を行わなければならない「指定」と、

受注者の責任において自由に施工を行うことができる「任意」

があり、施工方法、請負額等に影響することから正しく理解す

ること。 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

③見積り時の設計図書等に関する疑義への対応 

 

 

 

 

 

 

 

④契約後の設計図書の照査（共通仕様書第 1 編 1-1-1-3） 

a．設計図書の照査 

ⅰ）受注者は、施工前及び施工途中において、自らの負担により

設計図書の照査を行い、その結果を監督員に書面により提出

すること。 

ⅱ）受注者は、共通仕様書に定めるほか、特記仕様書に明記され

た照査の留意点等を十分理解した上で、設計図書の照査を行

うこと。 

ⅲ）発注者は、照査により、受注者から設計図書に関しての疑義

について確認の請求があった場合は、直ちに疑義に関しての

調査を行う。 

ⅳ）受注者は、発注者から更に詳細な説明等を求められた場合は

その指示に従うこと。 

b．照査の結果に基づく設計図書への反映 

ⅰ）発注者は、受注者と協議の上、受注者に設計図書の訂正又は

変更に必要な作業を実施させることができる。 

ⅱ）設計図書に関しての疑義に関しての調査の結果、設計者にか

しがある場合は、土木設計業務等委託契約書に基づき、かし

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ)入札参加者は、見積もり時に設計図書等について疑義が生

じた場合、発注者に質問書を提出しなければならない。 

ⅱ)発注者は、質問書に対する質問回答書を作成し、入札参加

者全員の閲覧を可能とする。 

ⅲ)質問書及び質問回答書は設計図書の一部となる。 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

の修補を設計者に請求することがある。このため、設計図書

への反映を行うのに、期間を要する場合がある。 

c．受注者の責により行う「設計図書の照査」の範囲を超える例 

受注者が、工事請負契約書に基づき行う「設計図書の照査」の範

囲を超える作業として、以下の例が挙げられる。 

１）具体的な事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  d．設計図書の照査の範囲を超える作業が生じる場合の費用負担等 

発注者は、受注者に「設計図書の照査」の範囲を超える作業を実

施させる場合は、請負代金額を変更する。 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｱ）新たな計画の策定が伴う作業 

ⅰ）現地測量の結果に基づく、新たな横断計画図の作成 

ⅱ）構造物のタイプの変更に伴う修正設計            等 

 

ｲ）計画変更に伴い発生する付帯作業 

ⅰ）構造物の位置、計画高さ及び延長の変更に伴う、新たな構造計算の追加 

ⅱ）指定した目的物に対する構造計算において、現地条件や施工条件が異なる 

場合の新たな構造計算や図面の作成 

ⅲ）指定した目的物の設計根拠まで遡る見直し          等 

 

ｳ）工事目的物の建設とは関連のない作業 

ⅰ）指定した目的物に対する「設計要領」「各種示方書」等との対比設計 

                               等 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

３．適切な工程管理に向けて 

 （１）工期短縮の重要性 

 

 

 

 

 

 

図３．１ 工期短縮による効果 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全かつ速やかに請負工事を完成させることは、受注者の利

益の確保はもとより、公共事業の効果を県民が早期に享受でき

るため、請負工事の「工期短縮」の重要性を発注者と受注者が

ともに理解し、その達成に向けて双方が取り組むことが必要で

ある。 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

（２）工程管理の基本事項 

①工事着手段階 

a．施工計画書の作成 

ⅰ）受注者は、工期短縮へ向けた取組を含め、 

施工計画書に明瞭な計画工 

程を示すこと。 

ⅱ）発注者は、受注者が作成した施工計画書から 

工程や施工手順の妥当性を確認し、必要に応じて、 

受注者に見直しを求める。 

ⅲ）受注者は、発注者と共有しなければならない地域住民への

影響などリスクを整理し、その対策を協議すること。 

②工事実施段階 

a．進捗状況の報告 

ⅰ）受注者は、施工計画書に基づいた工事監理を行い、適宜、

施工の状況及び工事進捗状況（出来高と工程の状況等）を発注者に報告

するなど、情報共有に努めること。 

b．指導、協議 

ⅰ）発注者は、受注者からの報告を受け、工程不備や工事遅延

等を発見した場合には是正処置をとるように受注者を指導

する。 

ⅱ）受注者は、やむを得ない事由により工程が遅延していると

きは、発注者と速やかに協議すること。 

c．設計変更 

ⅰ）受注者は、設計図書と現場との差異が見られた場合、発注

者と協議し、発注者は、必要に応じて速やかに設計変更を

実施する。（4.設計変更について参照） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

  ③工事完成段階 

a．工事目的物の引き渡し 

ⅰ）受注者は、工事完成予定日が判明した時点で速やかに発注

者へ報告し、工事目的物の速やかな引き渡しに向けて行動

すること。 

b．検査の実施 

ⅰ）発注者、受注者は、完成検査のための準備を適切に行うこ

と。 

ⅱ）発注者は、工事の完成の通知を受けた日から 14 日以内に完

成検査を行い、工事の完成を確認後、契約書に基づき工事

目的物の引き渡しを適切に受ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 
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県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 （３）工期短縮へ向けての協働による取組 

 ①取組方針 

 

 

 

 

a．工期短縮へ向けた積極的な取組 

ⅰ）受注者は、先進事例を参考に先進的な工程管理手法（クリテ

ィカルチェーンマネジメント（CCPM）※等）を積極的に導入するなど

の工期短縮に向けた取組を行うこと。 

※参考文献：岸良裕司「三方良しの公共事業改革」（中経出版） 

ⅱ) 発注者は、受注者の工程管理の取組内容を踏まえ、「受注者と

の協議・回答の迅速化（ワンデーレスポンス活動）」や「設計・施工技

術連絡会議（三者会議）」など、請負工事の工期短縮を支援する。 

 

②発注者と受注者の協議・回答の迅速化（ワンデーレスポンス活動） 

 

 

 

 

a．発注者の取組 

ⅰ）諸問題に対して、「現場を待たせない」「速やかに回答する」

という迅速な対応を組織的に意識して実施する。 

ⅱ）迅速な回答が困難な場合、いつまでに回答が必要なのかを受

注者に確認のうえ「回答期限」を予告するなど、現場にて受注者が次の

段取りができるような回答を行う。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工期短縮を図りながら品質・価格に優れた工事目的物が得ら

れるよう、発注者、受注者の双方が、これまでの経験・知識を

活かしながら、協働による取組を積極的に実施する。 

工事現場において諸問題が発生した場合、対処に必要な意思

決定に時間を費やさないよう、発注者、受注者の双方ができる

限り迅速な協議・回答を実施する。 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

b．受注者の取組 

ⅰ）発注者が迅速な回答を実施するために、的確な状況の資料等

により報告を早期に行うこと。 

ⅱ）報告及び協議に併せて、いつまでに回答が必要なのかを発注

者に伝えること。 

ⅲ）発注者と綿密な打合せと情報共有を図ること。 

 

 ③設計・施工技術連絡会議について（三者会議） 

 

 

 

 

 

a．対象工事 

『工事発注後に発注者、受注者の間で疑義が生じ、生じた疑義の内

容・工事の技術的難易度等を勘案した上で、隠れたリスクの明確

化が必要であると考えられ、三者会議の開催が必要であると発注

者が判断した工事』を対象とする。 

b．それぞれの役割 

発注者：事業目的、現地条件等の工事全般に関する注意事項等の

伝達設計者：設計業務の成果品による設計思想・設計条件等の伝達 

受注者：施工上の課題、仮設計画に関すること、新技術の提案等

の説明 

c．費用の負担 

受注者に対する費用：工事打合せに含まれるため、発注者の負担

はなし設計者に対する費用：発注者は、旅費交通費、会議への出席に要

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計・施工技術連絡会議は、「公共工事の品質確保」及び「隠

れたリスクの明確化による適切な工程管理の実施」を目的とし

て、発注者、設計者、受注者の三者が工事着手前に、一堂に会

して施工上の課題の解決を行う場とする。 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

する費用について、設計者と業務委託契約（随意契約）を締結すること

を原則とする。 

d．課題の解決に伴う作業の対応 

ⅰ）発注者は、受注者と協議の上、課題の解決に向け、受注者に

設計図書の訂正又は変更に必要な作業を実施させることがで

きる。 

ⅱ）課題の原因が工事に関する設計業務等委託成果品のかしによ

る場合は、土木設計業務等委託契約書に基づき、かしの修補

を設計者に行わせる。 

 

４．適切な設計変更に向けて 

 （１）適切な設計変更の重要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計変更に関する基本事項を正しく理解することにより、契

約内容の透明性向上や契約関係における責任の所在を明確に

するとともに、適切かつ円滑な設計変更を行うことが、工事目

的物の品質の確保、工期短縮などの生産性向上にとって必要で

ある。 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

（２）設計変更の基本事項 

  ①設計変更が可能なケース 

a．条件変更に基づく変更（契約書第 18 条） 

 

 

 

 

 

 

 

１）具体的な事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「図面、仕様書、質問回答書が一致しない場合」「設計図

書に誤謬又は脱漏がある場合」「設計図書に示された施工条

件と実際の工事現場が一致しない場合」等の事実を受注者が

発見したときは、発注者に確認を請求し、発注者は、調査に

より必要があると認められるときは、設計変更を行わなけれ

ばならない。 

ｱ）図面、仕様書、契約数量表、質問回答書が一致しない場合（第 1 項(1)） 

ⅰ）図面と契約数量表の記載において、材料の規格が一致しない。 等 

 

ｲ）設計図書に誤謬又は脱漏がある場合（第 1 項(2)） 

ⅰ）図面により同一部分の舗装構成が異なっている。 

ⅱ）使用する部材に関して、明示する必要のある品質が明示されていない。 

ⅲ）設計図書に条件明示する必要がある場合にも係わらず、土質、地下水位、 

交通誘導員に関する一切の条件明示がない。         等 

 

ｳ）設計図書の表示が明確でない場合（第 1 項(3)） 

ⅰ）土質柱状図は明示されているが、地下水位が不明確であったことにより、 

施工方法等の変更が生じる。 

ⅱ）使用する材料に関して、明示する必要のある規格（種類等）が明確に示さ 

れていない。                       等 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）設計変更の流れ 

図４．１ 条件変更に基づく変更の手続き 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｴ）設計図書に示された条件と実際の工事現場が一致しない場合(第 1 項(4)) 

ⅰ）設計図書に明示された土質、岩盤線、地下水位と工事現場の土質、岩盤線、 

地下水位が一致せず、施工方法等の変更が必要である。 

ⅱ）設計図書に明示された交通誘導員の人数等が、関係機関協議等により工事 

現場での必要人数等と一致しない。             等 

 

ｵ）予期することの出来ない特別な状態が生じた場合（第 1 項(5)） 

ⅰ）工事範囲の一部に軟弱な地盤があり、地盤改良が必要になる。 

ⅱ）埋蔵文化財が発見され、調査が必要となる。         等 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 

 

b．発注者が変更の必要があると認めて行う変更（契約書第 19 条） 

 

 

 

 

 

１）具体的な事例 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事の施工途中において、発注当初の判断・意思を変更せ

ざるを得ない事態が生じた場合、発注者は、必要があると認

めるときは設計変更を行わなければならない。 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）設計変更の流れ 

図４．２ 発注者が変更の必要があると認めて行う変更の手続き 

  

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）当該工事と一体的に施工する必要のある工種が判明し、その工種を追加する。 

ⅱ）施設の維持管理方法が具体化し、施工内容を変更する。 

ⅲ）関連する工事の影響により施工条件が変わったため、施工内容を変更する。 

ⅳ）関係者協議等により、安全対策工の実施が必要と判断し、追加する。 

ⅴ）当初の設計図書で指定していた建設副産物の処分先を変更する。 

ⅵ）新たな支障物件の確認に伴い、工事目的物の構造や配置を変更する。 

                             等 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

c．工事の一時中止に基づく変更（契約書第 20 条） 

 

 

 

 

 

１）具体的な事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受注者の責に帰すことができないものにより、受注者が工

事を施工できないと認められる場合、発注者は、工事の一時

中止を通知し、必要があると認めるときは設計変更を行わな

ければならない。 

ⅰ）受注者の責に帰すことができない地元調整等の予見できない事態が発生し、 

工事の続行が適当でない又は不可能と見込まれる。 

ⅱ）埋蔵文化財の調査・発掘の遅延及び新たな埋蔵文化財の発見により、工事の 

続行が適当でない又は不可能と見込まれる。 

ⅲ）関連する他の工事の進捗状況により工事の続行が適当でない又は不可能と見 

込まれる。 

ⅳ）環境問題等の発生により工事の続行が適当でない又は不可能と見込まれる。 

ⅴ）公安委員会等の管理者間協議の結果、施工できない期間が設定された。 

                                等 



土木工事請負必携 新旧対照表 
 

県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

２）設計変更の流れ 

図４．３ 工事の一時中止に係る変更の手続き 

  

３）一時中止の期間について 

ｱ）一時中止期間は、発注者が一時中止を指示したときから、工事の

再開を指示した時までとする。 

ｲ）一時中止を行う場合は、特記仕様書に定める場合を除いて、原則、

工期の 1/2、かつ 90 日以内とする。 

ｳ）一時中止期間の設定にあたっては、契約工期、予算措置等を勘案

の上、決定する。 

 

 

 

（削除） 
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４）一時中止に伴う基本計画書の作成 

ｱ）受注者は、一時中止期間中の工事現場の維持・管理に関する基本

計画書を発注者に提出し、承諾を得ること。 

ｲ）測量等の準備期間中であっても、現場の維持管理が必要である場

合は、基本計画書を提出し、承諾を得ること。 

ｳ）基本計画書には、以下の内容を記載すること。 

ⅰ）一時中止時点における工事の出来形、職員の体制、労働者数、

搬入材料及び建設機械器具等の確認に関すること 

ⅱ）中止に伴う工事現場の体制の縮小と再開に関すること 

ⅲ）工事現場の維持・管理に関する基本的事項 

ⅳ）中止した工事現場の管理責任は、受注者に属する旨を明らか

にすること 

※受注者は、上記のⅰ)からⅳ)に該当する内容が認められない場合、発注者との協議を行 

うこと。その場合、発注者は、協議により基本計画書の提出を免除することができる。 

ｴ）基本計画書に記載すべき内容については、以下の点に注意するこ

と。 

ⅰ）実施後に写真等により、現認できる内容を記載すること 

ⅱ）工事再開通知後、速やかな再開が実現するよう、体制の縮小

については必要最小限とすること 

 

５）工事の一時中止に伴う増加費用について 

ｱ）受注者は、承諾された基本計画書をうけ、増加費用を請求するこ

とができる。 

ｲ）発注者は、増加費用として積算する範囲は以下のとおりとする。 

Ⅰ．工事現場の維持に要する費用 

ⅰ）保安施設、保安要員の費用 

（削除） 
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県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

ⅱ）一時中止期間中において工事現場を維持するために必要な

機械機器具等の費用（ただし、速やかな再開に向け、使用

せず単に現場内に存置させる機械器具等の費用は対象とし

ない） 

Ⅱ．工事体制の縮小に要する費用 

ⅰ）中止時点における工事体制から中止した工事現場の維持体

制にまで体制を縮小することに伴い、不要となる機械機器

具等（速やかな再開に向け、現場内に存置させるものを除

く。）の現場外への配置転換に要する費用等 

Ⅲ．工事の再開準備に要する費用 

ⅰ）工事の再開予告後、工事を再開できる体制にするため、工

事現場に再投入される機械機器具等の転入に要する費用等 

ｳ）契約後、準備工着手前に一時中止をした場合、受注者は、一時中

止に伴う増加費用は請求できない。 

 

６）技術者の専任等について 

ｱ）基本計画書において、現場代理人の常駐を必要としないことを発

注者が承諾した場合は、当該中止期間に限り常駐を要しない。 

ｲ）主任技術者及び監理技術者に関しては、一時中止期間中は専任を

要しない。 

 

 

 

 

 

 

（削除） 
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②設計変更が不可能なケース 

 

 

 

１）具体的な事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受注者が任意で施工する内容の変更は、原則として、設計変

更の対象とはならない。 

ⅰ）設計図書に特別の定めがある場合を除き、受注者がその責任において定める

仮設、施工方法等の工事目的物を完成させるための手段に関する変更 

Ex.1 河川工事における仮締切工の規模の拡大 

Ex.2 橋梁架設におけるクレーン規格の変更 

ⅱ）設計変更の対象としての承諾等を受けず、受注者が設計図書に示す材料、規

格、仕様等の基準以上の施工を行った場合 

Ex.1 基礎工において、砕石の代わりにコンクリートを使用 

Ex.2 コンクリート強度 18KN/㎡以上の基準に対して、21KN/㎡を使用 

ⅲ）発注者と協議を行わない、又は発注者と協議中の時点で、設計図書に明示の

ない事項に関して、受注者が独自に判断して施工を実施した場合 

Ex.1 受注者が護岸工事のすり付け工の増工を独自に判断し、実施した場合 

Ex.2 岩種判定を行わずに、掘削を行った場合の土質変更 

ⅳ）発注者と協議を行わず、契約内容（数量、寸法等）を超える施工を行った場

合の出来高に合わせた変更 

Ex.1 余堀りによる出来高増加に対する変更 

Ex.2 受注者の都合による交通誘導員、賃料などの経費増加に対する変更 

ⅴ）指示書によらない事項（口答のみの指示・協議等）の場合 

（ただし、緊急やむを得ない場合を除く） 
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県 現行請負必携(H26) 県 新請負必携（H29） 

（３）設計変更の手続きにおける留意点 

  ①設計図書の変更手続きについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②工期・請負代金額の変更 

 

 

 

 

a．工期を変更する場合 

ⅰ）受注者は、工期変更が必要と考えられる場合、必要とする変更

日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付した工期

変更の協議書を発注者へ提出し、協議を行うこと。 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）設計変更は、発注者の意志又は受注者からの申し出によ

り行い、原則として、「契約変更」を行う。 

ⅱ）設計変更を必要とするものの、速やかな工事着手を要す

る場合は、契約担当者が「指示書」を受注者に交付する。 

ⅲ）指示書が交付された場合、受注者は速やかに指示控の受

領者名欄に記名・押印の上、指示控を提出し、その後、

必要に応じて、速やかな設計変更を行う。 

ⅳ）ごく軽微な工事内容の変更を行う場合は、監督員の口答

による指示により、工事着手することも可能とし、その

後、指示書の交付および必要に応じて設計変更を行う。 

現場条件の変更等に伴う設計図書の訂正又は変更、若しく

は工事の一時中止により、設計変更が行われた場合、契約書

に基づき、工期、請負代金の変更を行う。 
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b．請負代金額を変更する場合 

ⅰ）発注者は、４（２）①による設計変更を行った場合において、

必要があると認められるときは、請負代金額を変更し、又は、

受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければな

らない。 

ⅱ）請負代金額の変更については、契約書に基づき定める。 
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